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表紙 SERENA

株 主 の 皆 様 へ

株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び

申し上げます。

当社の平成20年度中間報告書をお届けするにあた

り、上半期（平成20年4月1日から平成20年9月30

日）の事業の概況につきましてご報告申し上げます。

1. 経営成績

Ⅰ　当上半期の概況

当上半期（第2四半期連結累計期間）におけるわが

国経済は、原油価格の高騰や米国経済悪化の影響な

どにより企業収益が減少し、個人消費や設備投資も

低迷するなど、景気の減速感が強まってまいりまし

た。

このような経済情勢の下、当社が日産自動車株式

会社から受注しております自動車は、「インフィニテ

ィFX」の減少はあるものの、輸出向け「ピックアッ

プ」や「パトロール」が好調だったことなどにより、

前年同期と比べ0.4％増加の162,145台、売上高も

0.2％増加の2,712億円となりました。

営業利益は主に原価低減や生産性向上などにより

30.6％増加の159億円、経常利益も33.0％増加の

157億円となりました。

また、四半期純利益はリース会計基準の適用に伴

う特別利益47億円の計上などにより、前年同期と比

べ186.2％増加の118億円となりました。
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Ⅱ　当期の見通し

今後の経済情勢につきましては、金融不安に伴う

世界経済の減速や原材料価格の高騰等に伴い、厳し

い状況が続くものと思われます。

このような状況を踏まえ、当期の業績見通しにつ

きましては、連結売上高5,110億円、連結営業利益

226億円、連結経常利益211億円、連結当期純利益

100億円を見込んでおります。

Ⅲ　利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社は、当期および今後の業績などに対応して、

安定した配当を継続的に行うことを基本としており

ます。また、内部留保につきましては、新車開発や

生産性向上のための設備投資などに有効活用し、財

務体質の充実・強化を進めてまいります。

当期の配当につきましては、1株につき9円（中間

配当4円50銭、期末配当4円50銭）とさせていただ

きたいと存じます。

2. 経営方針

Ⅰ　会社の経営の基本方針

当社は、日産グループのLCV（Light Commercial 

Vehicle；キャラバン等の商用車）とMPV（Multi 

Purpose Vehicle；エルグランド等の多目的乗用車）

を中心に、開発から生産までを担う車両生産メーカ

ーとして、日産グループ共通のビジョン「日産：人々

の生活を豊かに」の実現に向け、「グローバルな環境

変化に対応し、お客様に魅力ある質の高い製品とサ

ービスをタイムリーに最少のコストでお届けするこ

と」を経営の基本方針としております。

Ⅱ　中長期的な会社の経営戦略

当社は、平成20年度から平成24年度の新たな中期

経営計画「GT 2012 NS」を平成20年4月からスタ

ートさせました。

中期目標として「各事業年度の品質及び収益目標

を達成するとともに、モノづくりにおける日産圏ベ

ンチマークとなり、更には日産グローバル戦略の基

で海外拠点運営に貢献する」を掲げ、品質を基軸と

した企業体質の強化に取り組んでまいります。

具体的には、平成17年度から平成19年度の中期経

営計画で培った、開発から生産準備及び生産までの

技術力をより一層強化することと、柔軟で効率的な

多車種変量生産プロセスの構築に取り組み、日産車

体九州株式会社の新工場の円滑な立ち上げや、湘南

工場の再構築に取り組むことで、お客様、株主様、

取引先、地域社会、従業員等のステークホルダーの

信頼感を高め、企業価値の向上に努めてまいります。

取締役社長
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科 目 金　額 科 目 金　額
百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ） （244,210）

流 動 資 産 153,255

現 金 及 び 預 金 973

受取手形及び売掛金 75,346

商 品 及 び 製 品 16

仕 掛 品 6,819

原材料及び貯蔵品 2,334

預 け 金 58,475

そ の 他 9,296

貸 倒 引 当 金 △8

固 定 資 産 90,954

有 形 固 定 資 産 84,442

建物及び構築物 21,200

機械装置及び運搬具 24,001

工具、器具及び備品 12,469

土 地 18,394

建 設 仮 勘 定 8,377

無 形 固 定 資 産 1,994

投資その他の資産 4,517

（ 負 債 の 部 ） （104,862）

流 動 負 債 97,260

支払手形及び買掛金 65,702

未 払 法 人 税 等 8,356

製品保証引当金 893

そ の 他 22,308

固 定 負 債 7,602

退職給付引当金 5,170

役員退職慰労引当金 85

製品保証引当金 1,377

そ の 他 968

（ 純 資 産 の 部 ） （139,347）

株 主 資 本 139,348

資 本 金 7,904

資 本 剰 余 金 8,510

利 益 剰 余 金 123,423

自 己 株 式 △490

評価・換算差額等 △0

その他有価証券評価差額金 △0

資 産 合 計 244,210 負債純資産合計 244,210

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

売 上 高 271,257

売 上 原 価 250,997

売 上 総 利 益 20,259

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,321

営 業 利 益 15,938

営 業 外 収 益

受 取 利 息 221

固 定 資 産 賃 貸 料 122

そ の 他 58

計 402

営 業 外 費 用

支 払 利 息 54

退職給付会計基準変更時差異の処理額 374

子 会 社 開 業 準 備 費 用 115

そ の 他 92

計 637

経 常 利 益 15,703

特 別 利 益

リース会計基準の適用に伴う影響額 4,736

関 係 会 社 清 算 益 51

そ の 他 4

計 4,792

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 106

退 職 特 別 加 算 金 352

そ の 他 1

計 460

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 20,035

法 人 税 等 8,233

四 半 期 純 利 益 11,802

連結貸借対照表 連結損益計算書（平成20年9月30日現在）
（自　平成20年4月 1 日

至　平成20年9月30日）
第2四半期連結累計期間

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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1.　発行可能株式総数 400,000,000株
2.　発行済株式の総数 157,239,691株
3.　当第２四半期末の株主数 5,248名

（前期末比 90名減）

4.　大　　　株　　　主

株 主 名 持 株 数

千株

日 産 自 動 車 株 式 会 社 66,936

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 9,233

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 6,904

立 花 証 券 株 式 会 社 6,082

メ ロ ン バ ン ク 4,338

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,533

ゴールドマン・サックス・インターナショナル 3,136

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラストカンパニー 2,871

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,819

日 産 車 体 取 引 先 持 株 会 2,676

（注） 株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

5.　所 有 者 別 状 況

区分 株主数 株式数 所有株式数の
割合

名 株 ％

政府及び地方公共団体 1 137 0.0 

金 融 機 関 35 30,429,387 19.3 

証 券 会 社 45 6,546,566 4.2 

そ の 他 の 法 人 157 74,324,393 47.3 

外
　
国

法
人
等

個 人 以 外 184 31,937,388 20.3 

個 人 103 9,447 0.0 

個 人 そ の 他 4,723 13,992,373 8.9 

合 計 5,248 157,239,691 100.0

第86期中間配当に関する取締役会決議ご通知について 株 式 の 状 況

平成20年10月31日開催の取締役会において、第86期
（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）中間配当
に関し、下記のとおり決議いたしました。

記
当社定款第43条の規定に基づき、平成20年9月30日の

最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株
主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当金を支
払う。

1.　 中 間 配 当 金 1株につき4円50銭

2.　 支払請求権の効力発生
日並びに支払開始日

平成20年12月1日
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会 社 の 概 要 役 員

商 号

創 業 昭和16年7月1日

設 立 昭和24年4月1日

資 本 金 7,904,951,279円

従 業 員 数 3,056名（平成20年9月末現在）

事 業 所

本 社 神奈川県平塚市天沼10番1号（〒254-8610）
電話　0463（21）8001

開 発 部 門

テクノセンター 神奈川県平塚市大神2909番地（〒254-0012）
電話　0463（21）8305

秦野事業所 神奈川県秦野市堀山下233番地（〒259-1304）
電話　0463（87）2972

追 浜 分 室
（日産自動車㈱追浜工場内）

神奈川県横須賀市夏島町1番地（〒237-0061）
電話　046（867）5241

栃 木 分 室
（日産自動車㈱栃木工場内）

栃木県河内郡上三川町上蒲生2500番地（〒329-0617）
電話　0285（56）1574

生 産 部 門

湘 南 工 場 神奈川県平塚市天沼10番1号（〒254-8610）
電話　0463（21）8108

京 都 分 室 京都府宇治市大久保町西ノ端1番地1（〒611-8523）
電話　0774（46）7287

役 職 名 氏 名

取 締 役 会 長 小 枝 　 至
取 締 役 社 長 高 木 　 茂
取 締 役 蛸 島 眞 夫
取 締 役 水 野 匡 男
取 締 役 三 武 良 光
監査役（常勤） 石 原 忠 志
監査役（常勤） 島 田 吉 隆
監 査 役 小 山 俊 雄
監 査 役 伊 藤 彰 敏
（注） 監査役 石原忠志及び島田吉隆並びに小山俊雄は、

社外監査役であります。

会 計 監 査 人 新日本有限責任監査法人
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事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月下旬

基 準 日 定時株主総会・期末配当：毎年3月31日
中間配当：毎年9月30日

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所

（郵便物送付先
電話照会先）

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-78-2031（フリーダイヤル）

同 取 次 窓 口 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

公 告 方 法 電子公告により、当社のホームページに掲載い
たします。（http://www.nissan-shatai.co.jp）
但し、電子公告によることができない事故その
他やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済
新聞に掲載いたします。

株 主 メ モ

株券電子化実施後の手続のお申出先について
　平成21年1月5日（月曜日）から、上場会社の株券電子化が実施され
る予定です。これに伴い、上場会社の株券はすべて無効となり、株主様
の権利は電子的に証券会社等の金融機関の口座で管理されますので、以
下のとおり手続のお申出先が変更となります。
１．株券電子化後の未払配当金の支払のお申出先
これまでどおり、株主名簿管理人にお申出ください。

２． 株券電子化後の住所変更、単元未満株式の買取、配当金受取方法の
指定等のお申出先
① 証券保管振替機構（ほふり）に株券を預けられている株主様：
　お取引証券会社等
② ほふりに株券を預けられていない株主様：
　特別口座を開設する下記口座管理機関
なお、②に該当される株主様につきましては、証券会社等のご本人
様口座への振替請求を含めまして、お申出を受付けることができる
のは、特別口座に記録される予定日であります平成21年1月26日
（月曜日）からとなりますのでご了承ください。

記

・口座管理機関 東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

・同 ご 照 会 先

（郵便物送付先
電話照会先）

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-78-2031（フリーダイヤル）

・同 取 次 窓 口 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

株券電子化実施前後の単元未満株式の買取請求のお取扱いについて
　株券電子化制度への移行に伴い、ほふりに株券を預けられていない株
主様の単元未満株式の買取請求につきましては、次のとおりのお取扱い
とさせていただきますのでご了承願います。
１． 平成20年12月25日（木曜日）から平成21年1月4日（日曜日）（実質

平成20年12月30日（火曜日））までに受付したものの買取代金の
支払は平成21年1月26日（月曜日）とさせていただきます（買取価格
はご請求日の終値となります。なお、平成20年12月30日までに値
が付かない場合は返却させていただきます）。

２． 平成21年1月5日（月曜日）から平成21年1月25日（日曜日）まで
の間、単元未満株式の買取請求の受付を停止します。
なお、ほふりに株券を預けられている株主様に関しましても、株

券電子化直前に単元未満株式の買取請求の取次停止期間が設けられ
ますが、詳細はお取引証券会社等にご確認ください。

株券電子化実施後の配当金受取方法のお取扱いについて
　株券電子化により、従来の配当金振込口座のご指定方法に加えて、あら
かじめ登録した一つの預金口座で株主様の保有しているすべての銘柄の配
当金のお受取りや、証券会社の口座でも配当金のお受取りが可能となりま
す。確実に配当金をお受取りいただくためにも、これらの振込みによる配
当金のお受取りをお勧めします。詳しくはお取引証券会社等にお問合せく
ださい。

株券電子化について
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